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 経済再生と財政健全化の好循環を実現する上で、教育・科学技術政策に求められる課題は、

一人一人の人材としての質を高め、生産性向上・所得増加・QOLの向上に結びつけることであ

る。Society 5.0 時代にふさわしい成長基盤を構築するには、デジタル化に対応した人的資本

の形成、SDGs1等の社会的課題に対応した先端技術の社会実装が必要。そのためには、教

育・研究機関に閉じた対策だけでなく、民間サービス等より多様な主体を巻き込んだ、よりオー

プンな対策が求められる。生徒数の減少が見込まれる中、メリハリのある予算配分と改革の

実行を通じ、次代を担うカギとなる AI・ICT 人材を育成 するとともに、官民連携の下で 戦略的

な研究開発投資を促進 することで、イノベーション創出による経済成長と歳出効率化を同時に

実現することが重要である。 

 

１． 教育のＩＣＴ化等を通じた人材育成 

 

Society 5.0 時代にふさわしい成長基盤は AI・ICT 人材の育成にある。そのためには、それぞ

れの段階で、どのような能力をもった AI・ICT 人材が求められるかを明確化するとともに、学校

の ICT 利用環境の整備、e ラーニング・オンライン教育の活用、STEAM 教育の強化等に総合

的・計画的に取り組み、予算配分を含め施策にメリハリをつけていくことが重要である。 

 

（１）学校の ICT 利用環境の整備 

 初等中等教育の ICT 化については、自治体ごとの進捗に大きな開きがあり、達成すべ

き目標が教育現場で十分に共有されていない 2。これまでの延長ではない、外部の専門

人材 3の積極的登用、IT 端末、e ラーニング・オンライン教育やデジタル教科書 4を全生

徒が利用できる環境整備を早急に実現し、Society 5.0 時代にふさわしい教育基盤を整

備すべき。 

 国の補助金による学校 ICT 環境の整備に当たっては、自治体・教育委員会による利用

環境の維持・管理の継続を確認するなど、各自治体における確実な整備を促すべき。 

 

（２）e ラーニング・オンライン教育の活用と STEAM 教育の強化 

e ラーニングやオンライン教育は本来、教育の質の格差を是正し、個々の習熟度に合わ

                                                   
1 持続可能な開発目標。 
2 2022 年度までの児童生徒 3 人に 1 台の端末整備を目標に、年間 1800 億円の地方財政措置が講じられている

が、現状は平均 5.4 人に１台にとどまる。都道府県別の最高は 1.8 人/台、最低は 7.5 人/台。高速通信ネットワ

ークの整備状況にも差が見られる。 
3 就職氷河期世代の能力開発・採用等を通じても人材登用すべき。 
4 本年度から初等中等教育においてデジタル教科書の使用が制度上可能に。ただし、デジタル教科書を使用す

る授業は、授業時間数の２分の１未満とされている。 
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せた適切な教育を行ううえで有効な手段である。特に、人材が不足する中で、ICT の専門家

や英語のネイティブ等による e ラーニング講座やオンライン教育を積極的に活用することが

重要である。 

 STEAM 教育を強化し、不足する AI・ICT 人材の厚みを増すことにも資するよう、総合科

学技術・イノベーション会議において、こうした分野の応用研究・社会実装に力点を置い

た研究力向上のためのパッケージを策定すべき。特に、人材・知の供給源としての地方

の大学の研究力向上に向け、国・地方がこれを後押しするとともに、地方創生のための

研究開発に企業版ふるさと納税の活用を図るなど官民を挙げた取組みとすべき。 

 ICT 人材の育成を推進するため、本年 10 月から拡充された教育訓練給付の活用を進

め、e ラーニング等も活かしたリカレント教育を拡充すべき。また、現在創設が検討され

ている、数理・データサイエンス・AI 教育プログラム認定制度に、e ラーニングによる教

育プログラムが活用されるようにすべき。 

 

２． 官民連携による戦略的な研究開発投資の促進 

 

Society 5.0 の世界に先駆けた実現、イノベーション・エコシステムの構築に向けて、「世界で

最もイノベーションに適した国」へと変革することが重要。開発サイクルの短期化が進む中、企

業による外部研究資源の活用が求められており、企業から大学、国立研究開発法人等への

投資３倍増 5を目標に取組みが進められているが、達成にはほど遠い状況にある。民間資金

の受入れや研究促進効果について意欲的な目標を設定し、適切な成果目標に基づき、官民

が連携して SDGs 等の社会課題に対応した質の高い研究開発投資を加速させるといった取組

みが重要である。 

 

（１）官民連携によるイノベーション創出 

官民研究開発投資については、センター・オブ・イノベーション（COI）、オープンイノベーシ 

ョン機構等、数々の取組みが行われているが、全体として官民連携の研究開発投資が活

性化していない。官民連携主体を大学・国立研究開発法人から外部化することを検討する

に当たっては、以下の取組みを促進するとともに、その効果をしっかり検証しつつ、着実に

目標に近づけていくべき。 

 オープン化に向けた諸外国の先進事例も参考にしつつ、①企業は外部研究資源とりわ

け大学等の活用方針の特定、官民連携主体においては、②オープン型にすべき社会

課題とその解決に向けた投資内容の特定、③目利き人材によるマッチング、④研究者

のキャリアパス等への人事制度によるインセンティブ付けなどに取り組む。 

 

（２）SDGs に寄与する官民投資の促進 

SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）と PRISM（官民研究開発投資拡大プログラム） 

は、SDGs 等の社会課題の解決に寄与する官民投資の創出と社会実装のモデルケースで

ある。特に、PRISM は、民間研究開発投資誘発効果の高い領域又は財政支出の効率化に

資する領域への各府省施策の誘導を目指すものであり、重点的かつオープンな取組みが

求められる。 

 こうした事業に対して、民間への波及効果を高め、民間資金の増大 6を追求するとともに

                                                   
5 2014 年度（1,151 億円）から 2025 年度までに 3 倍増（3,453 億円）とする目標。2017 年度時点で 1,361 億円。官

民合わせた研究開発投資を対 GDP 比 4％以上（政府研究開発投資は同 1％）とすることを目標としている。 
6 2018 年度民間資金のマッチング比率は SIP で 17％、PRISM で 25%と低い水準にとどまる。 
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拠出状況を含めた事業費全体を間断なく把握し、政策の評価・改善に活用すべき。 

 ＰＲＩＳＭについては、健康・医療・介護、インフラメンテナンス等の分野で社会的課題解

決への研究開発が始められており、社会実装による歳出効率化の効果を定量的に把

握すべき。さらに、こうした取組みを次世代型行政サービス、スマートシティ、データヘル

ス等、公的サービスの産業化が特に期待される分野に拡張すべき。 

 エネルギー制約の克服と環境対策は、経済社会の持続可能性の観点で重要な課題。

我が国の SDGs の取組みには進展が見られるが 7、気候変動、エネルギー等の取組み

には課題も多く、官民投資においてはこうした分野を抜本的に強化すべき。 

                                                   
7 例えば「Sustainable Development Report 2019」では、日本の SDGs 達成度は全体で世界 15 位（162 か国中）。 


